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人材育成基本方針とは 

 職員の能力開発を総合的かつ効果的に推進するため、目指すべき職員像・職場像、職務遂行において求めら

れる能力や役割等を明らかにし、人材育成を目的とする職員研修・職場環境づくりの取組や推進体制等、今後

の人材育成・能力開発の取組の方向性を示し、時代の変化等に的確に対応できる職員を育成するために必要と

なる基本的な事項を定めたものです。 
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はじめに 

  本組合は、構成市町村の事務の共同処理により効率的に事業を運営するために設置された特別地方公

共団体であり、圏域住民の生活基盤と安全・安心を支える業務を担う重要な組織です。その重要な任務

を遂行する人材を育成するため、平成２２年９月に「鳥取県西部広域行政管理組合職員人材育成基本方

針」を策定し、限られた人的資源の中で最大の行政サービスを目指すべく、取組を進めてきました。 

  「鳥取県西部広域行政管理組合職員人材育成基本方針」の策定から１３年が経ち、少子高齢化による

急速な人口減少社会、ライフスタイルの変化、環境問題の深刻化、災害の大規模化等、社会情勢は大き

く変化してきています。また、人事評価制度の導入、定年延長制度の導入や働き方改革の推進など、私

たち地方公務員を取り巻く状況や求められる役割も大きく変化していくことから、持続可能な行政サー

ビスを提供することができる体制を構築し、維持していくためには、限られた資源（ヒト・モノ・カ

ネ・情報・時間）を最大限に活用した組織づくり、人づくりが重要となります。限られた資源を有効に

活用しながら、職員一人ひとりが職務遂行能力を向上させるとともに、職員がチームの一員として役割

を果たすことで機能し、組織力を発揮することがこれまで以上に求められています。 

  このような背景を踏まえ、将来にわたり西部圏域を支えることができる組織であり続けるため、広域

行政の使命と役割を自覚し、社会状況の変化等に的確に対応しながら、自ら考え行動できる職員を育成

することを目的として、「鳥取県西部広域行政管理組合職員人材育成基本方針」の改定を行います。 

  改定に当たっては、「目指すべき職員像」や「各階層に期待される役割と求められる能力・姿勢」を

わかりやすく明示するとともに、改めて人材育成の取組の柱を定め、新しい時代に的確に対応できる職

員を育成していくこととします。 
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第１章 人材育成基本方針の改定にあたって 

１ これまでの取組 

  本組合においては、職員の能力開発を計画的に推進するため、平成１８年８月に「鳥取県西部広域行

政管理組合職員研修の基本方針」を策定し、その後、平成２２年９月に人材育成のあり方や能力向上の

ための環境づくりも含めた「鳥取県西部広域行政管理組合職員人材育成基本方針」を策定し、「人事管

理」「職員研修」「職場の環境づくり」を３本の柱とし、相互に連携した総合的な人材育成の取組を進

めてきました。 

また、事務局においては、圏域住民の信頼と期待に応えることができる職員・組織となるため、令和

３年６月に「職員の意識改革のための行動指針～職員一人ひとりが”考動”（自ら考え・行動）する組織を

目指して～」を策定し、意識改革・職場改革に取り組んできました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
 
法令遵守の徹底はもちろんのこと、高い使命感・倫理観を持って、全体の奉仕者とし

て誠実かつ公正に職務を遂行するため、自分の役割を果たします。 

 
 
圏域住民の福祉の維持・向上のため、効率的な行政運営に努め、職務を成し遂げると

いう強い責任感と自分の職務の専門性を高める意識を持ちます。 

 

2 責任感とプロ意識を持った行動 

 
 
社会情勢の変化を敏感に感じ取り、職員一人ひとりが広い視野を持ち、積極性とチャ

レンジ性を発揮して、職務に取り組みます。 

 

3 積極性とチャレンジ性の発揮 

 

 
 
課題の共通認識を深め、行政としての継続性を重視しつつ、状況に迅速かつ的確に対

応した施策の実現ができる職場づくりに努めます。 

4 施策実現に向けた職場づくり 

職員の意識改革のための行動指針 
～職員一人ひとりが“考動”(自ら考え・行動)する組織を目指して～  （令和３年６月策定） 

 
 
住民がいま何を必要としているのか、何を求めているのかを常に考えて行動し、住民

の期待に応えることができる行政サービスを提供します。 

5 住民感覚での”考動” 

1 誠実かつ公正な職務の遂行 
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２ 本組合の現状と課題 

  「職員人材育成基本方針」策定後１３年が経過するなかで、既存の取組についての意識が薄れ十分機

能していないことにより、様々な課題が顕在化しています。 

 

① 公務員としての自覚・倫理観の不足 

公務員としての自覚、倫理観の不足による不祥事や法令違反が繰り返され、消防局においては平成３

０年度に「不祥事防止対策行動計画」を、事務局においては令和３年度に「職員の意識改革のための行

動指針」を策定し、各職員及び組織全体の意識改革と、職場風土の改善に取り組んでいるところです。 

 

② 職員の仕事に対する姿勢 

問題発見・課題解決へ向けた取組について、職員の主体性が発揮されておらず、指示待ちの姿勢が見

受けられます。また、特に事務局においては、日頃から直接住民との触れ合いが少ない職場であること

に起因すると思われる、仕事に対する姿勢の甘さが認められます。 

 

③ 職員の能力不足 

事務局における令和４年度人事評価の能力評価結果を分析すると、全体的に「目標達成力」、「企画

力・計画力」及び「理解力・判断力」の項目において、低評価者が高評価者を上回っている状況です。

また、係長級以上の職員については、「マネジメント能力」にも課題が見られます。 

 

④ 組織・事務体制の弱体化 

情報伝達や事務連絡について所属間の連携が不足しており、企画立案に関する事務は特定の職員に集

中する傾向があります。また、担当が単なるグループとなっており、チーム（※1）としての機能が十分

に果たせているとは言えない状況です。 

 

⑤ 働きやすい職場環境づくり 

事務局においては、職員数が少ないことによる業務の属人化や、業務改善の遅れにより個人が業務を

抱え込みやすく、また、時間外勤務が常態化していることから、メンタルヘルス不調者が増加傾向にあ

ることが課題となっています。このため、コミュニケーションの取れた風通しの良い職場の中で、チー

ム内の職員同士が信頼・協力し合える体制を整備する必要があります。 

また、職員が安心して働き続けることができるためには、育児や介護、その他の様々な理由により精

神的・時間的な負担を抱える職員への支援も課題となっています。特に消防局においては、乳幼児から

小学生までの子を持つ20～30代の職員が多く、今後も子育て中心世代の増加が見込まれます。このた

め、ライフスタイルの変化に対応した職場環境の整備を推進していくことが重要です。 

 

                                               . 

※1 グループが単なる個人の集まりであるのに対して、チームとは、組織の目標・目的を共有し、各自が役割を自覚し、目

標達成に向けて協力しながら取り組む人々の集まりです。良好なチームワークは、生産性の向上、トラブルへの対応力の向

上、職場の士気の向上に貢献します。 
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⑥ 人事評価制度（面談を通じた人材育成）の活用不足 

平成２８年度に人事評価制度を導入し、管理職員からの面談を通じた働きかけ（コミュニケーショ

ン）による人材育成や組織の活性化を目的として実施してきましたが、人事評価の意義や評価方法に対

する理解不足により、制度が十分に活用されていない状況です。このため、人事評価制度を人材育成の

ツールとして有効に活用し、職員の能力開発や意欲向上につなげることができるよう、人事評価制度の

正しい理解を深めるための研修を強化する必要があります。 

 

⑦ 職員数と年齢構成の不均衡 

事務局（全数30人）においては、30代前半（34～36歳：6人21％）と40代後半（46～49歳：7人

24％）、50代前半（51～54歳：9人31％）は職員の構成割合が高い一方で、20代（28歳：1人3％）

と50代後半（56～57歳：3人10％）は構成割合が低く、職員数と年齢構成に極端な偏りがみられま

す。 

  〇令和５年４月１日現在における年齢別職員数（事務局） 

※ 令和５年4月1日現在の本組合採用の職員のみ。（他団体、消防局への派遣職員、再任用フルタイム職員を含む。） 

※ 年齢は令和5年度末の年齢とする。 

一方、消防局（全数292人）においては、25歳から36歳まで（139人48％）、48歳から55歳まで

（62人21％）の構成割合に対し、37歳から47歳まで（46人16％）の構成割合が特に低く、職員数と

年齢構成に極端な偏りがみられます。 

〇令和5年４月１日現在における年齢別職員数（消防局） 

※ 令和5年4月1日現在の正規職員のみ。（割愛、事務局からの派遣職員は除き、他団体への派遣職員、再任用 

フルタイム職員を含む。） 

※ 年齢は令和5年度末の年齢とする。 
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⑧ 研修制度のあり方 

  これまでの事務局職員を対象とした能力開発・向上研修は、本人の意向や関心により研修内容を選択

していたため、自己満足に終始していた面があります。しかし、組織力を向上させ、今後より一層、複

雑化・多様化するニーズや課題に対応するためには、組織の一員として必要な能力を伸ばすことも重要

です。このため、各職員が職責や組織課題に対応した研修を受講できるような仕組み作りが必要です。 

  また、消防局においては、現場対応における訓練や研修体制は充実しているものの、公務員として必

要な基本的な知識を身に付けたり、能力向上のための研修機会が少ないことが課題です。このため、事

務局職員と同様に、職責に応じて、施策の企画立案、課題対応能力等の向上のための研修を充実させる

必要があります。 
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第２章 人材育成の基本的な考え方 

１ 人材育成の基本理念  ～『考動（自ら考え・行動）できる職員の育成』～ 

  圏域住民の信頼と期待に応え、西部圏域を支え続ける組織を目指すためには、職員一人ひとりが広域

行政の使命と役割を自覚し、共通の理念と高い貢献意欲を持ちながら、社会の変化に的確に対応し、全

体の奉仕者としての責務を果たすため、自ら考え、行動することが重要です。 

  このことから、本組合の人材育成においては『考動（自ら考え・行動）できる職員の育成』を基本理

念とし、職員一人ひとりの能力と意欲を最大限に引き出し、組織力の向上・強化を目指します。 

 

２ 目指すべき職員像 

  「考動（自ら考え・行動）できる職員」となるために、職位や採用区分、業務の違いに関係なく、す

べての職員が目標とする「目指すべき職員像」を下記のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• デジタル技術やデータを活用し、業務効率化や行政サービスの利便性向上に取

り組む職員 

• 前例や固定観念にとらわれず、柔軟な発想と最新の知識・技術を吸収し、業務

改善にチャレンジする職員 

住民感覚で考動し、住民の期待と信頼にこたえる職員 
 

構成市町村や関係機関と連携し、地域の課題解決に取り組む職員 

• 職務の重要性とその意義を理解し、役割を果たすための責任感とプロ意識を持

ち、自らの資質を高める職員 

• 法令・服務規律等を守り、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務を遂行す

る職員 

• 住民の必要とするもの、求めるものを考えて行動する職員 

• 構成市町村や関係機関と連携し、課題解決や施策の実現を行うことができる職

員 

• 地域の課題や社会の変化を的確にとらえ、スピード感を持って対応できる職員 

最新の知識・技術を活用し、業務の改善を進める職員 
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３ 各階層に期待される役割と求められる能力・姿勢 

  各階層に「期待される役割」、「求められる能力・姿勢」は、組織が一体となって効果的・効率的に

業務を遂行していくために各職位に求められるものです。これは、地方公務員法第１５条の２第１項第

５号に規定されている「標準職務遂行能力」に当たるもので、職員は各々の階層において期待される役

割を意識して職務に当たるとともに、求められる能力・姿勢を計画的に身につけて成長していくことが

期待されます。 

 本組合では、令和元年に人事給与制度の見直しを行い、従来の「係長」は「担当課長補佐」とし、新

たに少人数のチームの長としての役目を担う「係長」を設置しました。これは、より若い年代からチー

ムの長又は業務リーダーの役割を担うことを明確にすることで、より早期に業務や組織のマネジメント

能力を身につけることを狙いとしたものです。 

 私たちは、全員が共通する「目指すべき職員像」に向けて成長の階段を登っていく必要があります。

一方で、「住民福祉の増進」を図るための課題はますます多種多様となってきています。それらの課題

に対し、職員一人ひとりが単なる個人の集合体としての組織ではなく、相互に役割を分担し、能力を複

合、相乗させるチームになることで、より効果的・効率的な成果を上げることができる組織となること

が求められています。 

 ここでは、各階層に期待される役割と求められる能力・姿勢を具体的に設定することで、人材育成・

能力開発における目標を明確にします。 

 組織と職員が継続的に成長していくために、職員一人ひとりが現状は当然のこととして、さらにステ

ップアップした役割や職務を果たすことができるようになることを目指して、自らの職位より上位の職

位の役割や能力なども意識しながら業務に取り組む姿勢が必要です。 

 

 

 

 

 

【参考①】公務員にとっての『コンプライアンス』（＝役割発揮）とは 

 「コンプライアンス（compliance）」は、一般的に『法令遵守』と訳されます。しかし、「compliance」の語源

は、動詞の「comply」であり、その意味は、「（要求や命令などに）従う、守る、応える」です。そこに「法令」

という言葉は見当たりません。つまり、「コンプライアンス」には、「人々の期待・要望に応えること」という意

味が含まれています。 

法令遵守に加え、 

「法令により禁止されていないが、それを行えば公務員としての信頼を損なうと考えられる行為は行わない。」 

「法令には直接定められていないが、それを行えば住民のためになる行為を行う。」 

 これらが、公務員にとってのコンプライアンスであり、「住民福祉の増進」の実現に向けて、公務員の地位、職

務に期待される役割を果たすことが大切です。 
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【各階層に期待される役割】 

 

職  位 期 待 さ れ る 役 割 

 
主 事 級 
 
主事 

技師 

消防士 

職員としての基礎を身につける職員 

 公務員としての自覚・倫理観を持ち、正確かつ迅速な職務の遂行に必要な知識・技術

を身に付けるとともに、新しい視点で職場の活性化に取り組むことが求められます。 

主 任 級 

能力の幅を広げ、職場を支える中堅職員 

 与えられた業務を主体的に遂行できるよう、的確な判断能力とセルフマネジメント能

力が必要とされます。 

また、正確な知識と技術を継承できるように自己研鑽を積み、後輩に実務的な指導・

助言を行う役割も求められます。 

係 長 級 

担当課長補佐を補佐しながら、担当内の業務遂行の中心となる職員 

高い業務遂行能力を持つプレイヤーとして、また、業務の中心的役割を担う業務リー

ダーとして、比較的高度な知識・経験を必要とする業務を遂行する役割が求められま

す。 

また、担当内の動向を把握しながら、部下や後輩の育成に貢献する役割も求められま

す。 

担当課長補佐級 
 
担当課長補佐 

担当署長補佐 

担当室長補佐 

副出張所長 

担当をまとめる責任者 

課内組織である担当の長として、高度な知識・経験を必要とする業務を担うととも

に、担当内の業務管理・部下の人材育成・活気のある職場づくりなど、自らが職員の先

頭に立ち、各担当をチームとしてまとめる役割が求められます。 

また、プレイングマネージャーとして、個人とチームそれぞれの目標達成を目指し、

リーダーシップとマネジメント能力を発揮することが求められます。 

課長補佐級 
 
課長補佐 

署長補佐 

室長補佐 

課内室長 

出張所長 

施設長 

所属長を補佐する所属の参謀 

 所属内における実務担当者のトップとして高度かつ困難な業務を担うとともに、所属

長を補佐する参謀（※2）として、所属長とともに組織全体を見渡しながら、課題解決に

向けた提案や業務改善を積極的に行い、とりまとめ役としての折衝・調整を行う役割が

求められます。 

また、所属長の不在時には、必要に応じて所属長の職務を代行する役割も求められま

す。 

 施設長・出張所長は、所管施設を統括する責任者として、適切な管理運営と職員の安

全管理における高いマネジメント能力が求められます。 

 

                                               . 

※2 トップを補佐し、トップの意思決定、判断の精度を上げるため、現状分析・企画・提言を行う役割を担う人。トップと

部下のつなぎ役でもある。 
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職  位  期 待 さ れ る 役 割 

 
課 長 級 
 

課長 

署長 

室長 

会計管理者 

副署長 

主査 

所属を統率する責任者 

所属を統率する責任者として所属の目標達成に向けた業務管理を行い、社会ニーズの

変化に対応する重要施策の企画・立案や、的確な状況把握による判断・指示を行う役割

が求められます。 

また、高いリーダーシップにより職員のモチベーションを高めるとともに、豊富な知

識経験を生かした次期管理監督者の育成も重要な役割となります。 

次 長 級 

局長を補佐する局の参謀 

局長を補佐する参謀（※2）として、局長とともに局全体を見渡しながら、組織改革や

重要課題の解決に向けて強力なリーダーシップを発揮するとともに、重要度・緊急度の

高い業務に臨機応変かつ的確に対応することが求められます。 

また、局長が迅速かつ的確な判断・指示が行えるよう、参謀としての冷静な判断力と

機敏な行動力も求められます。 

局 長 級 

局を統率する責任者 

統括責任者として、管理者及び副管理者の方針に基づき、的確に状況を判断した上で

局の組織目標を設定し、その目標に向けて業務遂行を牽引する役割が求められます。 

また、西部圏域の課題や長期的展望に立った政策判断を行い、組織目標の達成に向け

た強力なリーダーシップを発揮するとともに、組織の次代を担う人材の育成も重要な役

割となります。 

 

 

【再任用職員及び会計年度任用職員に求める役割】 

 

再任用職員 

実務を担い、適切なアドバイスができる職員 

 再任用後の各階層に応じた役割を果たすほか、在職中に培った知識や経験、技術を後輩職

員に伝え、適切なアドバイスを送ることが求められるとともに、職務遂行にあたっては、経

験豊富な一般職員として、能力を発揮することが求められます。 

会計年度任用
職員 

社会人として基本的な知識・自覚を持ち行動できる職員 

 担当する業務に必要な知識、専門能力、技術の向上に努めながら、職員の指示のもと適切

に業務を遂行することが求められます。また、住民対応やマナー、個人情報保護について

は、職員としての基本的な知識、自覚を持ち、行動することが求められます。 
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【参考②】各年代でのキャリアにおける役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10・20歳代

30・40歳代

50歳代

60歳以上

・自ら成長しようとする姿勢を持つ。 

・担当する仕事の仕組み、進め方を理解する。 

・職場の一員として、チームワークの大切さを理解する。 

・できるだけ多くの仕事・職場を経験する。 

・確立した専門性で高い貢献度を発揮する。 

・環境の変化に感度鋭く、取るべき対応を具申する。 

・チームメンバーに確立した専門性を伝承する。 

・より高いレベルの仕事にチャレンジする。 

・担当する仕事の専門性を高める。 

・適正・意志などにより貢献できる専門領域を見定める。 

・経験豊かなベテランとしてチームをリードする。 

・高いレベルの仕事にチャレンジする。 

・担当する業務における役割を果たす。 

・知識や技術を後輩に伝える。 

・経験を生かしたアドバイスを行う。 
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【各階層に求められる能力・姿勢】 

職位 求められる能力・姿勢 

主

事

級 

倫理 
・全体の奉仕者として、責任を持って業務に取り組むとともに、服務規律を遵守し、

公正に職務を遂行することができる。 

知識・技術 ・業務に関する基礎的な知識や技術を習得することができる。 

コミュニケーシ

ョン 

・組織の一員として上司や同僚と人間関係を築き、協力して業務に取り組むことがで

きる。 

・圏域住民や関係者と意思疎通を図りながら対応することができる。 

業務遂行 

・仕事の目的やポイントを押さえ、優先順位を判断し、スピード感をもって業務を遂

行できる。 

・自己研鑽に励むとともに、物事に意欲、熱意を持って積極的に取り組むことができ

る。 

主

任

級 

倫理 
・全体の奉仕者として、責任を持って業務に取り組むとともに、服務規律を遵守し、

公正に職務を遂行することができる。 

知識・技術 ・専門的な知識や技術を習得し、業務遂行に活かすことができる。 

コミュニケーシ

ョン 

・他の職員や関係者からの信頼が得られるよう、相手の話を聴いたうえで、納得して

もらえる話し方で接し、わかりやすく説明を行うことができる。 

・上司や同僚、関係者と人間関係を築きながら、業務を率先して遂行することができ

る。 

業務遂行 

・業務の目的やポイントに応じて目標・計画を立て、進行管理を的確に行うことで、

自立的・主体的に業務を遂行できる。 

・後輩に対して、実務に関する知識や技術を伝え、指導を行うことができる。 

係

長

級 

倫理 
・全体の奉仕者として、責任を持って業務課題に取り組むとともに、服務規律を遵守

し、公正に職務を遂行することができる。 

課題対応 ・制度や環境等の変化に応じて、業務課題に対応することができる。 

協調性 
・上司や同僚、後輩及び関係者と良好な人間関係を主体的に構築することができる。 

・知識や経験等を活かして、内外との調整・協力を円滑に行うことができる。 

説明 
・説明責任を果たす意識を持ちながら、圏域住民や関係者に対しわかりやすい説明を

行うことができる。 

コミュニケーシ

ョン 

・相談しやすい、風通しのよい職場となるよう、日常的な声かけ等を行い、コミュニ

ケーションの活性化を図ることができる。 

業務遂行 

・業務リーダーとして目標・計画を適切に立て、できるだけ早期に職務を完結できる

よう進捗管理を行うとともに、自立的・主体的に業務を遂行できる。 

・部下や後輩の育成において、上司と相談しながら指導及び助言を行うことができ

る。 
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職位 求められる能力・姿勢 

担 

当 

課 

長 

補 

佐 

級 

倫理 
・全体の奉仕者として、担当業務の第一線において責任を持って課題に取り組むとと

もに、服務規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。 

企画・立案 
・制度や環境等の変化に応じて、担当内の業務について効果的な施策の企画立案を行

うことができる。 

判断 
・自ら処理すべき事案について、知識や経験を活かして適切な判断を行うことができ

る。 

説明・調整 

・圏域住民や関係者に対し、論理的で適切な説明を行い、説明責任を果たすことがで

きる。 

・知識や経験等を活かして、内外との困難性のある調整を行うことができる。 

業務遂行 
・他の職員と合意形成を図り、担当の長として、効率的に業務を遂行できるよう、担

当内のマネジメント（業務管理・人事管理等）を的確に行うことができる。 

コミュニケーシ

ョン 

・相談しやすい、風通しの良い職場となるよう、日常的な声かけやミーティング等を

行い、コミュニケーションの活性化を図ることができる。 

部下の育成・活

用 

・部下等の育成について、知識や経験を活かして、適切な指導や助言を行うことがで

きる。 

課 

長 

補 

佐 

級 

倫理 
・全体の奉仕者として、所属の課題に責任を持って取り組むとともに、服務規律を遵

守し、公正に職務を遂行することができる。 

企画・立案 
・制度や環境等の変化に応じた状況把握や課題整理を的確に行い、所属長とともに適

切な施策の方向性を示すことができる。 

判断 
・自ら処理すべき事案について、所属の参謀として、適切な判断を行うことができ

る。 

説明・調整 

・圏域住民や組合議会、組織内外の関係者と信頼関係（人脈）をつくり、理解・協力

を得られるよう所属長とともに適切な説明を行うことができる。 

・重要施策の実現や課題解決に向け、所属長とともに関係者と粘り強く調整を行い、

合意を形成することができる。 

業務運営 

・他の職員と合意形成を図り、所属の参謀として、業務が円滑に遂行できるよう、所

属長とともに所属全体のマネジメント（業務管理、人事管理等）を的確に行うこと

ができる。 

・住民感覚やコスト意識を持ちながら、所属長のもとで所属内の業務改善（事務改

善、効率化等）の取組を主導することができる。 

コミュニケーシ

ョン 

・相談しやすい、風通しの良い職場となるよう、日常的な声かけやミーティング等を

行い、コミュニケーションの活性化を図ることができる。 

部下の育成・活

用 

・所属長とともに、所属内の士気を高めるとともに、部下の主体性や意欲を向上させ

るよう適切な指導や助言を行い、育成につながる機会を付与することができる。 
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職位 求められる能力・姿勢 

 

課 

長 

級 

倫理 
・全体の奉仕者として、高い倫理感を有し、所属の課題に責任を持って取り組むととも

に、服務規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。 

企画・立案 
・制度や環境等の変化に応じた状況把握や課題整理を的確に行い、適切な施策の方向性

を示すことができる。 

判断 ・所属の責任者として、適切な判断を行うことができる。 

説明・調整 

・圏域住民や組合議会、関係者に対して、理解・協力を得られるよう適切な説明を行う

ことができる。 

・重要施策の実現や課題解決に向け、関係者と粘り強く調整を行い、合意を形成するこ

とができる。 

業務運営 

・業務が円滑に遂行できるよう、所属全体のマネジメント（業務管理・人事管理等）を

的確に行うことができる。 

・住民感覚やコスト意識を持ちながら、所属内の業務改善（事務改善、効率化等）の取

組を推進することができる。 

組織統率・人材

育成 

・所属内の士気が高まるよう目配りし、リーダーシップを発揮することができる。 

・部下の主体性や意欲を向上させるよう適切な指導や助言を行い、育成につながる機会

を付与することができる。 

次 

長 

級 

倫理 
・全体の奉仕者として、高い倫理感を有し、局の課題に責任を持って取り組むととも

に、服務規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。 

構想 
・広域行政を取り巻く状況を的確に把握し、先々を見通しつつ、住民の視点に立って、

局長とともに局の重要課題への対応について、基本的な方針を示すことができる。 

判断 ・局の参謀として、適切な判断を行うことができる。 

説明・調整 

・局の業務について理解・協力を得られるよう、局長とともに圏域住民や組合議会、関

係者に対し適切な説明を行うことができる。 

・重要施策の実現や課題解決に向け、局長とともに関係者と粘り強く調整を行い、合意

を形成することができる。 

業務運営 

・局の参謀として、業務が円滑に遂行できるよう、局全体のマネジメント（業務管理、

人事管理等）を的確に行うことができる。 

・住民感覚やコスト意識を持ちながら、局長とともに局内の業務改善（事務改善、効率

化等）の取組を点検し、適切に推進することができる。 

組織統率・人材

育成 

・局長とともに、局内の士気を高めるとともに、部下の能力や適性を的確に把握しなが

ら、適切な指導や助言を行い、次の広域行政を担う人材を育成することができる。 
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職位 求められる能力・姿勢 

局 

長 

級 

倫理 
・全体の奉仕者として、高い倫理感を有し、局の課題に責任を持って取り組むととも

に、服務規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。 

構想 
・広域行政を取り巻く状況を的確に把握し、先々を見通しつつ、住民の視点に立って、

局の重要課題への対応について基本的な方針を示すことができる。 

判断 
・局の責任者として、豊富な知識・経験及び情報に基づき、冷静かつ適切な判断を迅速

に行うことができる。 

説明・調整 

・局の業務について理解・協力を得られるよう、圏域住民や組合議会、関係者に対し適

切な説明を行うことができる。 

・重要施策の実現や課題解決に向け、関係者と粘り強く調整を行い、合意を形成するこ

とができる。 

業務運営 

・局の統括責任者として、業務が円滑に遂行できるよう、局全体のマネジメント（業務

管理、人事管理等）を的確に行うことができる。 

・住民感覚やコスト意識を高く持ちながら、局内の業務改善（事務改善、効率化等）の

取組を点検し、適切に推進することができる。 

組織統率・人材

育成 

・局の統括責任者として、局内の士気が高まるよう、強いリーダーシップを発揮するこ

とができる。 

・部下の能力や適性を的確に把握しながら、適切な指導や助言を行い、次の広域行政を

担う人材を育成することができる。 
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【参考③】管理監督職に求められる『人材育成能力』 

 日本海軍の名将・山本五十六が残した名言に、次のような名言があります。 

 

 

 

まずは自分の行動で「やってみせる」ことで説得力を持たせ、それをきちんと言語化して「言って聞か

せ」、チームメンバー自身にそれを「させて」、うまくいけば「ほめる」というプロセスを経てチームを動か

す。 

この名言は、部下を育成するうえで非常に参考になる考え方です。部下に行動を起こさせるには、まずは自

分が手本となってよいモデルになり「やってみせること」です。マニュアルを読ませたり、口で説明すること

も大事ですが、具体的な仕事のイメージが掴めなければ完璧な理解には及びません。実際の様子を見せること

で、より理解が進みます。人に教えるときは、率先してやって見せることが重要です。やって見せた後は、し

っかりと仕事の意義や重要性を説明し、聞かせることが大切です。同時にきちんと相手に伝わっているか、理

解できたかどうかも確認しながら説明しましょう。見せて聞かせた後は、部下に実践させていきましょう。説

明だけでも理解できることもありますが、頭の中で完結させるだけでなく、理解を深めるためにも実践しても

らうことが指導の基本となります。実際にさせてみた後は、相手をほめる＝肯定してあげることも大切です。

ほめることが、自信をもって次の仕事に取り組む活力になっていきます。山本五十六は、ほめることだけでは

なく、承認することの重要性も続きの名言で説明しています。 

  そして、「話し合い、耳を傾け、承認し、任せてやらねば、人は育たず。」は立場や上下関係を越えた、ビ

ジネスの現場で必要とされるコミュニケーション（話し合い・傾聴）の大切さとともに、部下に任せるマネジ

メント力（承認・委任）がチームメンバーの成長を促すということを教えてくれます。 

  任せきりにしたり、やって当たり前と思うのではなく、チームとしてきちん仕事を見守り、信頼するからに

は責任も共有する等、苦楽を共にしてこそお互いが成長できます。 

 

「やってみせ、言って聞かせて、させてみせ、ほめてやらねば、人は動かじ。 

 話し合い、耳を傾け、承認し、任せてやらねば、人は育たず。 

 やっている、姿を感謝で見守って、信頼せねば、人は実らず。」 
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【参考④】課長級以上の管理職に求められる『チームビルディング』能力 

 課長級以上の責任職である管理職には、組織の代表としての役割が重要となってきます。 

管理職は常に組合全体最適化を念頭に、自分の所属する局又は課を見渡し、状況を把握し、的確な判断と指示

ができることが求められます。自らの能力開発だけでなく、部下の士気を高め、組織を牽引するとともに、自分

以上の能力をもった職員を育てましょう。 

組織として成果を出すためには、次の要素が必要であると言われています。 

  

 

要素 具体的な行動 

ミッション・ビジョンの

共有 

▪ 局や課に課せられているミッション・ビジョンをメンバーに伝える。 

▪ ビジョン実現のワクワク感を伝える。 

良好な人間関係の構築 

▪ 相手を肯定する働きかけを実践する。 

【言 語】ほめる、認める、ねぎらう、感謝する、励ます等 

【非言語】微笑む、喜ぶ、うなずく、傾聴する等 

コミュニケーションの 

活性化 

▪ チーム内の「対話」「議論」により、様々なアイデアを誘発する。 

▪ チーム内での助け合いを積極的にほめ、感謝の意を表明する。 

▪ 自らが助け合いを実践する。 

リーダーシップの発揮 

▪ 自らのスタイルに合ったリーダーシップでメンバーを導く。 

▪ 「誠実性」「能力」「一貫性」「忠誠心」「開放性」によりメンバーの

信頼を得る。 

エンゲージメント※の向上 

管理職は「仕事の楽しさ、価値」「努力に対する評価」を提示すること

で、メンバーの仕事に対するやりがいや組合職員としての誇りを持たせ

る。 

ＯＪＴの推進 
各メンバーが持つ知識・ノウハウ・経験をチーム全体で活用することでチ

ームの能率向上や課題解決力向上を図る。 

 ※エンゲージメント…組織に対する「愛着心」や「思い入れ」のこと。 
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第３章 人材育成の取組 

 「目指すべき職員像」に向けた人材育成のために必要な取組の柱を、「職場の環境づく

り」、「人事評価・異動など」、「職員研修」と定めます。 

 まず、人材育成には職場環境が重要です。職員一人ひとりが目標を共有し、自由に議論

し、学び、互いに切磋琢磨し合う活気のある職場環境づくりは欠かせません。 

 また、人材育成を効果的に推進するため、「職場の環境づくり」に加え、「人事評価・異

動など」の人事制度、「職員研修」を相互に連携させ総合的に実施し、職員の成長意欲、主

体性などを引き出し、一人ひとりの能力開発につなげていきます。 

 

１  「職場の環境づくり」の取組 

 少子高齢化の進展による生産年齢人口の減少を踏まえると、これまで以上に職員一人ひと

りの能力を最大限に引き出し、活用していくことが重要になっています。また、個人の価値

観が多様化し、「仕事」や「プライベート」に対して様々な考え方を持つ人が増えており、

多様で柔軟な働き方が選択できるような職場が求められています。職員の自己啓発や新たな

チャレンジ、地域と住民とのネットワークづくり等に取り組む時間を創出することが可能な

働き方を実現させることも必要となってきます。組織力向上につなげていくため、誰もが働

きやすい「職場の環境づくり」に継続して取り組んでいくこととします。 

 

(1) 信頼される職員になるための取組 

  誰もが働きやすい職場の環境づくりを進めるにあたっては、住民の信頼を獲得すること

ができるよう、職員一人ひとりが公務員として果たすべき役割をしっかり認識し、法令や

規範を遵守する意識をもって適正に業務を執行しなければなりません。消防局においては

平成３１年３月に「不祥事防止対策行動計画」を、事務局においては令和３年６月に「職

員の意識改革のための行動指針～職員一人ひとりが“考動”（自ら考え・行動）する組織を

目指して～」を策定し、職員一人ひとりが広域行政の使命と役割を自覚し、住民の信頼と

期待に応える組織であり続けるため、意識改革・職場改革に取り組んできました。引き続

き、服務規律が確保できるような職場環境を整備していくために、公務員としての倫理観

の向上に向けた様々な取組を進めていくこととします。 

  また、近年問題となっているハラスメントに対する意識を高め、職員相互の人権を尊重

し、働きやすい職場環境づくりに向けた取組も継続して進めていきます。 
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主
な
取
組 

職場における主な取組 

・ミスやトラブルを速やかに報告させ、迅速に対応できる風通しの良い職場

づくり 

・消防局各署所における倫理研修の実施 

研修（人事）担当課における主な取組 

 ・コンプライアンス意識向上を目的とした研修の実施 

 ・ハラスメント防止を目的とした研修の実施 

 ・ハラスメントに関する相談等の受付 

 ・行動指針に沿った考動の点検・評価 

 

(2) 職場内コミュニケーションの活性化 

  誰もが働きやすい職場環境を考える上では、職員の働きやすさに直接影響を及ばす職 

場の雰囲気づくりが非常に重要となります。そのためには、職場をより良い「成長の場」 

とするように良好な人間関係をつくっていくことが不可欠です。日ごろから、コミュニケ

ーションを活性化し、かつ肯定的に相手と関わるようにするなど、組織の風通しと雰囲気

を良くすることによって、発言しやすく、行動しやすい職場環境づくりを目指していくこ

ととします。 

 

 

                                                  

                                        .  

※3 報告・連絡・相談の略語 

 報告：上司への進捗状況の報告 

 連絡：メンバーとの情報共有 

 相談：業務上の課題・トラブル・疑問・悩みなどを共有し、上司・同僚からアドバイスを受ける 

主
な
取
組 

職場における主な取組 

・管理監督職と職員、同僚同士の日常的な声かけやフォロー等によるコミュ

ニケーションの活性化 

・朝礼、終礼等の職場ミーティングの積極的な活用 

・相談しやすい雰囲気づくり 

・職員間や担当内などのミーティングを適切なタイミングで実施することに

よる報連相（※3）の強化 

・支え合い、認め合うチームの取組浸透 

研修（人事）担当課における主な取組 

・職場改善の取組や「認め合い行動」の実践等による風通しのよい職場環境

づくりの推進 
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                                   （参考：鳥取県） 

 

(3) こころとからだの健康の保持増進 

  職員が能力を十分に発揮して働くためには、職員の健康状態が良好に保たれていること

が重要であり、職員一人ひとりが自らの健康を心がけるとともに、職場のメンバーの健康

状態についても配慮し、互いに支え合うことが大切です。 

  特に、職員の心の健康は、職員とその家族の幸せな生活、また活気ある職場環境づくり

のためには欠かすことのできない要素であり、メンタルヘルスの取組を進めていくことは

組織の維持・強化、ひいては質の高い住民サービスの提供につながります。 

  そこで、職場全体で職員の心の健康づくりを推進し、メンタルヘルスに関する取組を進

めていくとともに、定期健康診断や産業医面談などによる職員の心身の健康づくりに向け

た健康管理の取組により、こころとからだの両面から、職員の健康づくりを支援していき

ます。 

 

 

 

 

認め合い行動５則 
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(4) ワーク・ライフ・バランスの確立 

  仕事とプライベートを両立させることは、心身の安定や充実感を高めることから、職員

の労働意欲や生産性を向上させ、その結果、組織の成長につながります。 

  ワーク・ライフ・バランスを確立するということは、「仕事を早く切り上げて早く帰る

こと」ではありません。ワーク・ライフ・バランスとは、「仕事」と育児や介護、趣味や

学習、教養、地域活動等といった「仕事以外の生活」と調和を取り、その両方を充実させ

る働き方のことです。 

  職員一人ひとりがワーク・ライフ・バランスの意義を理解し、「家庭参加は男女の区別

なく行うもの」という認識を持つことが重要です。それと同時に、仕事においても業務を

性別で固定せず、個々の能力や適性に応じて分担することで、男女の区別なく活躍する環

境にしていくことが必要です。職員一人ひとりがワーク・ライフ・バランスを正しく認識

するとともに、その実現のために、職員の勤務時間に係る各種制度の活用、多様な働き方

が可能な職場環境づくりの推進、業務改善、時間外勤務時間の縮減、計画的な休暇取得の

推進などにより、職場全体としての取組も継続していきます。 

 

主
な
取
組 

職場における主な取組 

・健康診断、ストレスチェック等の受診結果に基づく自らの健康管理 

・メンタルヘルス研修等の受講による意識向上、健康づくり 

・職員相互の日常的な声かけやフォローによるメンタルヘルス不調者を生ま

ない職場づくり 

・長期療養休暇者の円滑な職場復帰支援及び再発予防 

研修（人事）担当課における主な取組 

・ストレスチェック、健康診断、産業医面談の実施 

 ・メンタル不調者の早期発見、早期対応体制の充実 

 ・長期療養休暇者の円滑な職場復帰支援策及び再発予防策の充実 

 ・メンタルヘルス研修の実施 

 ・安全衛生委員会における調査審議 
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主
な
取
組 

職場における主な取組 

・職員相互の日常的な声かけやフォロー 

・育児休業や介護休暇が取得しやすい環境づくり 

・DX推進等による事務改善の推進 

・ノー残業デーの徹底等時間外勤務縮減に向けた取組 

・年次有給休暇や特別休暇の計画的な取得促進 

研修（人事）担当課における主な取組 

・育児休業制度や介護休暇制度の運用・周知 

 ・勤務時間の割振変更等による柔軟な働き方の実現に向けた各種制度の運用 

 ・ワーク・ライフ・バランスの意識啓発をねらいとした研修の実施 

 ・出産休暇、育児休業取得を願い出た職員への個別支援 

 

 

２ 「人事評価・異動など」の取組 

 人事管理上、適正な配置及び処遇を行うことは、組織力の向上や職員本人のやりがいに直

接寄与するものであり、職員のやりがいや意欲をさらなる能力開発につなげていくため、適

切な職員研修とも組み合わせながら取り組む必要があります。人事評価などの人事情報をも

とに、職員の適性等を把握した上で、個々の職員が持つ能力をさらに伸ばし、発揮させる仕

事や役割・立場への配置、必要な研修の実施、さらには、能力や業績を配置や処遇に的確に

反映することにより、職員の持つ能力を最大限に活用していくための取組を進めていきま

す。 

(1) 人事評価を活用した育成 

  人事評価制度は、能力評価と業績評価の２種類の評価で構成されています。 

  能力評価は、職員に優劣差をつけることが目的ではなく、評価や上司との面談を通じ

て、職員の能力や特性を明らかにして、その能力をさらに伸ばすための個人人材育成に活

用することが第一の目的です。個別育成指導と併せて、上司と部下のコミュニケーション

活性化の手段としても活用しています。この制度によって、管理監督者が職員の能力を把

握するだけでなく、職員自身も自らの能力について、他人目線での評価を認識・理解し、

上司と課題を共有しながら、その課題を克服し、強みを伸ばしていく成長に向けたプロセ

スが可能となるものです。 

  業績評価は、目標管理の手法により、職務に対する目標や課題を明確にし、職員の計画

性・主体性を促すとともに、仕事に対するやりがいと意欲を引き出し、併せて、目標に向

け職員が一丸となって取り組むことで、職務に対する職員の意識の共有化を図り、組織力

の向上につなげるものです。 

  今後も引き続き、人事評価を活用した職員の個別育成の取組を充実していきます。 
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(2) ジョブローテーションの実施 

  人事異動は、組織力を向上させるだけでなく、職員のキャリア形成・能力開発という面

でも重要な役割を担っています。 

異なる分野の業務や複数の所属、組織を経験することにより、職員はより幅広い知識と

経験を身に付けることとなり、また職員の適性を把握し、適材適所の配置につなげること

も可能となることから、ジョブローテーションを実施していきます。 

 

(3) 人材確保に向けた取組 

  事務局においては、施設の統廃合により長期的には業務の減少が見込まれる一方、次期

一般廃棄物処理施設整備業務のような一時的な業務の増加も見込まれるため、中心市等か

らの職員の派遣や併任による連携により、不足する人材の確保を図ります。 

消防局においては、組織の持続性と新陳代謝を図るために、人材を安定的に確保してい

くことは必須となります。そのために、消防職員として働くことの魅力を積極的に情報発

信するなどの取組を継続して行っていきます。また、採用にあたっては、公務員としての

役割を理解し、本組合の職員として十分に能力を発揮することが期待される人材の確保に

努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

主
な
取
組 

職員又は職場における主な取組 

・能力評価を活かした評価面談や個別指導育成 

・業績評価による目標・課題の共有 

研修（人事）担当課における主な取組 

・評価者・被評価者研修の実施 

・人事評価制度マニュアルの見直し 

主
な
取
組 

 人事担当課における主な取組 

 ・技術職員の事務能力、政策能力の向上のための弾力的配置 

 ・上位の職制を目指した知識と経験を習得するための派遣 

 ・米子市への派遣（人事異動） 
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(4) 女性職員の活躍推進 

  組織においては、職員が性別に関係なく、一人ひとりの能力を十分に発揮できることが

重要ですが、男女共同参画社会の実現を図るためには、女性職員の管理監督職への登用を

推進するほか、その活躍を促進する取組が必要です。 

  女性が職場で安心して業務に専念するためには、育児や介護などの家庭生活におけるパ

ートナーの理解と協力が必要です。男性職員に積極的な家庭への参加を促しつつ、必要な

休暇・休業制度、早出遅出勤務等の多様な働き方ができる制度の活用を促進していきま

す。 

  また、女性職員の活躍の促進につなげていくことにも留意しつつ、管理監督職に求めら

れる能力を身につけるための研修等の支援制度の充実に取り組んでいきます。 

 

(5) 高齢期職員の活躍推進 

  雇用と年金の接続を図るため、これまでも積極的に再任用職員への登用を推進してきた

ところですが、令和５年度から段階的に実施される定年の引上げに伴い、今後は６０歳以

降も働く職員（高齢期職員）の数が増加し、職員構成の高齢化や在職期間の長期化が一層

進むこととなります。 

  このような状況の中で、職員の士気を高め組織活力を維持するために、高齢期職員が培

ってきた専門技能や豊富な知識、経験等を最大限活用するとともに、後進に対し、その知

識、経験等を継承していくような指導的役割も期待できる人事にも工夫しながら、人事管

理、研修等を行っていくこととします。 

主
な
取
組 

 人事担当課における主な取組 

・遠隔地の人も参加できるオンラインによる採用説明会の開催 

 ・外部機関が主催する合同説明会への積極的な参加 

 ・消防業務への理解を深めてもらうための職場体験の実施 

 ・各教育機関での説明会の実施 

 ・女性消防吏員の採用推進のための広報の実施 

主
な
取
組 

職場における主な取組 

・消防署所等における女性向け施設の整備等による職場環境の改善 

研修（人事）担当課における主な取組 

・職員への休暇・休業制度（育児・介護）の周知及び働きかけ 

 ・早出遅出勤務等の多様な働き方ができる制度の周知及び活用 

 ・管理監督職に求められる能力を身につけるための研修等支援制度の充実 
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３ 「職員研修」の取組 

 職員研修を効果的に活用することで、職員一人ひとりが自分自身の強みを伸ばし、弱みを

克服していく必要があります。また、『職場研修（OJT）』や『一般研修』、『能力開発・

向上研修』、『派遣研修』のような『職場外研修』をより効果的なものとするためには『自

己啓発』の取組は欠かすことができません。 

 職員一人ひとりの能力は異なるということを前提としたうえで、持てる能力を最大限に伸

ばすような研修制度の充実を図ることが必要です。「職場の環境づくり」「人事評価・異動

など」と連携しながら、(1)職場研修、(2)職場外研修、(3)自己啓発のそれぞれの特徴をいか

した人材育成に取り組んでいきます。 

 ※OJT（On the Job Training）＝職場において職員相互に学び合いや指導を行うもの 

 

【職員研修体系】 

 

            事務局             消防局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
な
取
組 

研修（人事）担当課における主な取組 

・高齢期職員の人事配置による知識、経験等の継承の促進 

 ・定年引上げに伴う制度周知 

 ・高齢期職員の活躍促進に向けた研修の実施 

職場外研修

（off-JT） 
一般研修 

能力開発・
向上研修 

派遣研修
（他団体への
派遣） 

職場研修

（OJT） 

自己啓発  
（研修支援） 

管理監督 

職員研修 

階層別研修 

人権問題 

研修 

分野別研修 

外部研修機関への

派遣研修 

各署所警防訓練（警防

規定に基づく） 

研修・訓練 

階層別研修（総務課） 

倫理研修（総務課） 

局各課分野別研修・訓練 

（予防課、警防課、救急室、指令課） 

派遣研修 

消防大学校・消防学校等 

他団体への派遣（総務省・鳥取県） 
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(1) 職場研修（OJT）の推進 

 職場研修（OJT）（以下「OJT」という。）は、業務を通じ、又は業務に関連させて行う

研修であり、即効性が期待できる極めて重要な研修です。各職場の実態に応じて実施でき、

実践的、継続的に職員の能力向上、組織の活性化、職場規律の保持などを図るうえで非常に

効果的です。また、OJTは、次のような点で優れた研修であるということができます。 

 ① 職務を通じて訓練が行われるので効率的かつ効果的である。 

 ② 学習の成果の現実的フィードバックが早く、反復性も高いため、密度の濃い学習が可

能である。 

 ③ 仕事に直接役立つ実践的な技能や知識を習得できるため、職員も張り合いが出る。 

 ④ 文書などで客観的に表現できない知識・技能、「暗黙知」を学ぶことができる。 

 能力開発においては、個人の「強み」を伸ばし、「弱み」を補うことに焦点をおく必要が

あります。職員一人ひとりに対し、きめ細かな指導ができる OJT は、人材育成においてとて

も重要です。 

 OJT は、管理監督者（職場の上司）だけが行うものではありません。日頃の仕事の中で、

指示したり、相談に乗ったり、助言したり、ほめたり、注意したりすることは上司が部下に

対する場合だけではなく、先輩が後輩に対する場合、同僚職員相互の場合もあり、「部下・

後輩を育てる」、「職員がお互いに育て合う」という気持ちを持って行う、計画的又は継続

的な働きかけはすべて「OJT」になります。 

ア OJT の実践  

 部下や後輩の育成は、上司や先輩の責務です。このため、指導にあたる職員は、部下、後

輩の指導育成の時間を含めたスケジュール調整が必要です。 

 OJT は部下、後輩の成長のために行うものですが、その一方で上司や先輩の側もその指

導、援助の経験を通じて成長しています。相互援助、相互啓発の関係の中から、共に学び、

共に育つ関係が育まれ、互いの成長は組織の成長へとつながります。部下育成につながる能

力開発の機会を増やすために、管理監督者・中堅職員に対するコーチング等の育成能力向上

に係る研修を用意するとともに、あらゆる機会を通じて、部下の指導育成についての意識啓

発を行っていきます。 

 また、複雑多様化する行政課題はひとつの組織だけでは対応が困難なものも多いため、組

織の枠を超えての OJT も推進していく必要性も高まっています。引き続き、OJT を活性化し

ていく取組を進めていくこととします。 

 



26 

 

主
な
取
組 

職場における主な取組 

 ・あらゆる機会を通じた部下・後輩の育成・指導 

・OJT計画の策定及び実践による学び合いの浸透 

・所属等における職場内研修の実施 

研修担当課における主な取組 

・各局等における職場内研修実施への支援 

・管理監督職員を対象としたマネジメント研修の実施 

・管理監督職員や中堅職員を対象とした育成能力向上研修の実施 

・人材育成に関する様々な情報発信 

・各所属との連携による研修実施 

 

イ OJT を活用した効果的な人材育成 

 個人の強みや弱みは人によって様々あり、効果的に人材育成を進めるためには、職員の人

事評価の面談の機会やこれまでに受講した研修履歴などを効果的に活用していく必要があり

ます。こうした情報を活用することで、職員に適した研修の選定・実施や OJT の指導等にお

いて参考・判断材料とすることができるなど、より職員の実情に応じた人材育成を行うこと

が可能となります。 

 上司は部下の人材育成において、現在の業務に必要なスキルは何か、今後の部下自身の能

力開発において、何が必要なのかを日々の業務を通じて見守り、支援することが必要です。

日常的な業務の中や人事評価における面談の機会などを活用し、職場における効果的な人材

育成につなげていく取組を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
な
取
組 

職場における主な取組 

 ・職員の業務内容や特性を考慮した個別指導 

 ・管理監督職と職員、同僚同士の日常的な声かけやフォロー 

 ・研修に参加しやすい職場づくり 

研修担当課における主な取組 

・職員の研修受講歴の「見える化」による計画的な人材育成支援 

・オンライン研修等を活用した様々な研修受講機会の確立 
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(2) 職場外研修の企画・実施 

ア 様々な課題に応じた職場外研修の充実 

 職場外研修も職員の能力開発を強力にサポートするものです。職場外研修は、知識や技術

を短期間で集中的に学習することができることや、他職場や他自治体などの環境の異なる職

員と交流し、共に学ぶことにより意識の高揚を図ることができるなどの効果が期待できま

す。様々な課題に対し、鳥取県職員人材開発センター等の外部機関で実施する研修だけでな

く、組合独自でも様々な課題に応じた研修を実施していきます。 

 

主
な
取
組 

研修担当課における主な取組 

・階層別研修（コーチング研修、マネジメント能力向上研修等） 

・法務能力向上研修 

・接遇意識・能力向上のための研修 

・人権意識向上のための研修 

 

イ 派遣研修の推進 

 他団体の職員や他自治体職員などとの交流は、情報交換や相互理解を深めるだけでなく、

幅広い視野を養い広域的な観点からの問題解決能力を高めるなど、職員が大きく成長できる

機会でもあります。 

 市町村アカデミー、鳥取県職員人材開発センター、消防大学校等の外部研修機関等への派

遣研修を推進するとともに、中心市である米子市への職員派遣研修（人事交流）、先進自治

体等への視察研修等を今後とも積極的に実施していきます。 

 

主
な
取
組 

研修（人事）担当課における主な取組 

・専門研修機関への派遣研修の充実 

・先進自治体への視察研修の充実 

・職員の主体的な企画立案に基づくスパイラルアップ研修の実施 

・米子市への職員派遣研修（人事交流）の推進 

・総務省消防庁への職員派遣研修の推進 
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(３) 自己啓発への支援 

 能力開発の基礎となるのは自己啓発です。OJTや職場外研修をより効果的なものとするた

めにも職員個々の自ら学ぶ取組が非常に重要であり、能力開発には欠かすことができませ

ん。自己啓発に対する支援は従来から行っていますが、OJTと職場外研修とをより有機的に

連携させ、組織全体の学習環境づくりを充実させるよう積極的に支援していきます。 

 

主
な
取
組 

研修担当課における主な取組 

・通信教育、放送大学、ｅ-ラーニング等の受講情報や、職務に関連した講

演、講座等の奨励・支援 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料編） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員の意識改革のための行動指針 

～職員一人ひとりが“考動”(自ら考え・行動)する組織を目指して～ 
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１ 行動指針策定の背景と目的 

 少子高齢化による急速な人口減少社会やライフスタイルの変化、新型コロナウイルス感染症による

新たなワークスタイルの普及など、今後は、多様な分野でこれまでの社会システムが見直され、我々地

方公務員を取り巻く環境や求められる役割も大きく変化していくものと考えられます。 

 これらの変化に的確に対応し、持続可能な形で行政サービスを提供することは、他の地方公共団体に

限らず本組合においても求められることであり、そのためにも行政の即応性、柔軟性、総合性を高め、

住民の期待に応えることができる組織となる必要があります。 

 このような状況であるにもかかわらず、本組合事務局においては平成 19年度の偽計入札妨害事件が

発生し、再発防止に取り組んできましたが、近年、公文書の写しの外部流出等の不祥事が相次いで発生

しました。このような不祥事は、住民や構成市町村の信頼を著しく損なうだけでなく、失われた信頼を

取り戻すための膨大な負担を組織や他の職員に強いることになり、不祥事を起こした職員の問題に留

まりません。 

本組合の職員は、これまでの行動や意識を振り返り、コンプライアンスはもちろんのこと、本来ある

べき組織像、職員像の再確認を行い、この組織に見合った行動計画を策定し、組織全体で目標の達成に

向けた取組を推進していく必要があります。 

 

２ 組織の存在意義 

本組合は、構成市町村の事務の共同処理による効率的な事業運営のために設置された特別地方公共

団体であり、圏域住民の生活基盤を支える事務、施設の設置や管理運営を行っている重要な組織です。

人口減少社会においては、より一層の行政の効率化が求められることとなり、構成市町村の広域連携は

ますます重要となります。 

このため、職員一人ひとりが広域行政の使命と役割を自覚し、社会情勢の変化に的確に対応できるよ

う、住民の信頼と期待に応える組織であり続ける必要があります。 

  

構成市町村の事

務の共同処理に

よる効率的な事

業運営のための

組織 

圏域住民の生活

基盤を支える重

要な組織 
＝ 

・ごみ処理  ・火葬 

・し尿処理  ・介護、障害認定 

・輪番制病院 ・消防 

・広域福祉センター 

構成市町村のパートナーとして、住民の

信頼と期待に応えることができる組織で

あり続ける必要がある 
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３ 課題認識 

  行動指針を策定するに至った本組合の抱える課題について、これらの課題が長年にわたり慢性化し、

見過ごされてきたことが、職員及び組織のモチベーションの低下につながったと考えます。 

 

⑴ 不祥事再発防止の不徹底 

  過去の不祥事から、再発防止のための研修・取り組みが行われたにも関わらず、職員には自らの問題

として真摯に受け止める姿勢が不足しており、過去の教訓を十分に生かした組織改革を継続すること

ができませんでした。 

 

⑵ 組織・事務体制の弱体化  

 事務局においては、情報伝達や事務連絡について所属間、事務所間の連携が不足しており、また、日

ごろから直接住民との触れ合いが少ない職場であることに起因すると思われる仕事に対する姿勢の甘

さが認められます。 

 また、令和 2年度に BCP の策定を通じ、ある程度の業務マニュアルは整備できましたが、依然とし

て業務マニュアルが十分でない面があり、事務の属人化が改善されていないため、無駄な作業が多く、

業務の共有化が図れていない状態にあります。 

 

⑶ 職員の仕事に対する姿勢  

 問題発見・課題解決へ向けた取組について主体性が発揮されておらず、指示待ちの姿勢が見受けられ

ます。 

また、課内、所属間での情報伝達が不足しており、それぞれの事務を担当する職員の課題意識が低い

傾向にあり、困難な事務は特定の職員に集中する傾向があります。 

 

⑷ マネジメント力の不足  

一部事務組合の限られた事務の中で管理監督者の事務経験も限られるため、若手職員に手本とすべ

き職員像を示すことができず、また、率先的に組織改革に取り組む姿勢も十分ではない状況にありま

す。 

また、人材育成の重要性に対する認識についても不足していたことから、職制に応じた適切な判断、

指導も十分に行われてきませんでした。 
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４ あるべき職場・職員の姿 

 本組合が、持続可能で住民の期待に応える組織であり続けるためには、次のような職場・職員である

必要があります。この行動指針と人材育成基本方針が相まって、住民や構成市町村から信頼される組

織、職員であり続けることを目指します。 

① 誠実かつ公正な職務の遂行 

➝高い使命感・倫理観を持ち、公務員としての役割を果たす職員 

② 責任感とプロ意識を持った行動 

➝意欲的に自分の職務の専門性を高める職員 

③ 積極性とチャレンジ性の発揮 

➝積極的に新しいことにチャレンジする職員と、それを支える職場 

④ 施策実現に向けた職場づくり 

➝良好なコミュニケーションにより課題を共有し、迅速かつ的確な施策が実現できる職場 

⑤ 住民感覚での“考動” 

➝住民が何を求めているのか、自分が何をすべきかを常に考えながら職務に取り組む職員 

  

 

あるべき 

職場・職員の姿 

②責任感とプ

ロ意識を持

った行動 

③積極性とチ

ャレンジ性

の発揮 

④施策実現に

向けた職場

づくり 

①誠実かつ公

正な職務の

遂行 

住民感覚とコスト意識を持ち、広い視野から職務に取り組む職員 

チャレンジ精神を持ち、何事にも積極的に取り組む職員 

優れた人権意識と倫理観を持ち、住民から信頼される職員 

【人材育成基本方針・求められる職員】

⑤住民感覚で

の“考動” 
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５ 職場と職員のあるべき姿へ向けた具体的な“考動” 

⑴ 具体的な行動と数値目標 

職場と職員のあるべき姿を目指し、私たち職員が取り組むべき具体的な行動を示すため、5 つの行動

指針を定め、以下の取り組み（考動）を行います。また、これらの取り組みについて、測定可能な数値

目標を設定します。 

 

鳥取県西部広域行政管理組合 5つの行動指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会情勢の変化を敏感に感じ取り、職員一人ひとりが広い視野を持ち、積極性とチャレンジ性
を発揮して、職務に取り組みます。 

課題の共通認識を深め、行政としての継続性を重視しつつ、状況に迅速かつ的確に対応した施策
の実現ができる職場づくりに努めます。 

住民がいま何を必要としているのか、何を求めているのかを常に考えて行動し、住民の期待に応
えることができる行政サービスを提供します。 

圏域住民の福祉の維持・向上のため、効率的な行政運営に努め、職務を成し遂げるという強い
責任感と自分の職務の専門性を高める意識を持ちます。 

 ⑶ 積極性とチャレンジ性の発揮 

 ⑷ 施策実現に向けた職場づくり 

 ⑸ 住民感覚での“考動” 

 ⑵ 責任感とプロ意識を持った行動 

法令遵守の徹底はもちろんのこと、高い使命感・倫理観を持って、全体の奉仕者として誠実か
つ公正に職務を遂行するため、自分の役割を果たします。 

 ⑴  誠実かつ公正な職務の遂行 
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行動指針を実践するための具体的“考動” 

 

行動指針 具体的行動・ねらい 数値目標 

⑴  

誠実かつ公正

な職務の遂行 

〇 法令を遵守し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務を遂

行する。 

〇 職務の重要性とその意義を把握したうえで職務に取り組む。 

〇 法的根拠を求め、前例・慣行の妥当性を確認し職務に当た

る。 

ねらい 

 過去に発生した不祥事を教訓とし、再発を防止するために、公

務・公務外に関わらず、法令遵守を徹底し、公務員としての役割を

果たす。 

【数値目標①】 

コンプライアンス研修の

開催 

 

年間 1回開催する。 

 

⑵  

責任感とプロ

意識を持った

行動 

〇 高い成長意欲を持ち、自分の職務の専門性を高めるように意

識を持つ。 

〇 常に業務に対する問題意識を持ち、自ら改善する。 

〇 社会情勢の変化を敏感に感じ取り、常に新しい情報を取り入

れる。 

ねらい 

圏域住民の福祉の維持・向上及び効率的な行政運営のため、

高い専門性を有した職員・組織を目指す。 

【数値目標②】 

担当ごとの業務改善 

 

事務局全体で 30 業務

の改善を目標とする。 

⑶  

積極性とチャ

レンジ性の発

揮 

〇 職員のチャレンジ性を尊重し、皆でその目的・結果を共有でき

る職場をつくる。 

〇 職員一人ひとりが新しいことにチャレンジし、チャレンジする職員

を支えあう職場をつくる。 

〇 前例にとらわれず、常にその根拠を確認・点検し、また、業務

マニュアルの作成など、属人化しない環境をつくる。 

〇 職員の主体性を育み、やる気が向上し、部下の育成を念頭に

置いた業務配分を目指す。 

ねらい 

各職員がチャレンジ性を発揮でき、また、職員同士が連携して 

課題解決に取り組むことができる風通しの良い職場づくり。 

 

【数値目標③】 

市町村や組合内を対象

とした新たな勉強会・研

修会の開催 

 

事務局全体で4回以上

を目標とする。 
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行動指針 具体的行動・ねらい 数値目標 

⑷ 

施策実現に向

けた職場づくり 

〇 決定した内容を文書として適正に管理・保存し、一貫した組織

判断が可能な体制をつくる。 

〇 困難な案件ほど、速やかに上司に報告し指示を仰ぐなど、業

務の遅滞を防ぐ体制を確立する。 

〇 良好なコミュニケーションや対話により、職員が皆の業務内容

を把握できる体制をつくる。 

〇 所属間の意思統一を図り、類似案件や見解の一貫性が確保

できるよう横のつながりを大切にする。 

ねらい 

 迅速かつ状況に的確に対応した施策の実現に向けて、組織力を

高める。 

【数値目標④】 

職場改善計画の達成

率の向上 

 

全職員 100％の達成を

目標とする。 

⑸ 

住民感覚での

“考動” 

〇 構成市町村との意見交換会、ヒアリング等により、現状課題の

共有を行う。 

○ 自治会活動等の地域活動に継続的に参加し、立場が違う

人々と触れ合うことにより、住民感覚を身に付ける。 

ねらい 

圏域住民のニーズを認識し、行政課題に対して、前例・慣行にと 

らわれず、住民目線に立った業務遂行意識の醸成を図る。 

 

【数値目標⑤】 

 継続的な地域活動

（自治会、ＰＴＡ活動

等）への参加 

 

参加実績がある職員割

合 100％を目標とす

る。 

 

 

 

⑵ その他の“考動” 

① 個人目標の策定 

 職員一人ひとりが、求められている行政サービスを提供するための個人目標を策定し、職員の名

札に刷り込みます。これに基づいて公務員としての「誇り」と強い「責任感」をもって仕事に取り

組みます。 

 

② “考動”指針カードの作成 

  “考動”指針を記したカードを手帳や事務机等の見やすい場所に置き、“考動”指針が実行できてい

るのか、常に自分の行動を振り返ります。 
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６ 点検・評価 

⑴ 点検・評価方法 

  設定した数値目標は次の方法により毎年度の達成度を算出し、達成状況を点検します。なお、実績

が目標数を上回る場合は、100％とします。 

 各目標の達成度を比較するためレーダーチャートに表すこととし、より推進すべき目標の目安と

します。 

【算出方法】 

数値目標① コンプライアンス研修：開催回数/年１回 

数値目標② 業務改善      ：事務局全体の改善数/30業務 

数値目標③ 勉強会・研修会   ：開催回数/4回 

数値目標④ 職場改善計画    ：各職場の達成度の平均 

（達成度は、職場改善計画の算出方法による） 

数値目標⑤ 地域活動      ：地域活動に参加した職員数/全職員数 

 

【レーダーチャート】（点検時のイメージ） 

 

 

⑵ 具体的“考動”のＰＤＣＡサイクル化 

   行動指針は策定することが目的ではなく、自分の職務・行動を常に意識し、業務に生かしてこそ意

味があります。このため、年１回の評価のみならず、行動指針に沿った“考動”をＰＤＣＡサイクル化

し、職員自身と組織の継続的な改善を図っていきます。 
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７ おわりに 

 今回の行動指針を策定するためのグループワークの中で、なぜ私たちの職場で不祥事が繰り返される

のかを、真剣に話し合いました。職員・組織の過ちを見つめ直す作業において、多くの職員が恥ずかしさ、

悔しさ、もどかしさを感じたことと思います。しかし、まずは事実を認め、不祥事を生んだ原因を洗い出

し、反省すべきことを検証し、自らの問題と捉えて意識を変えていくことが、不祥事を繰り返さない第一

歩です。 

不正や不祥事は起こした職員だけの問題ではなく、それに気づかないふりをして無視、放置した職員・

組織の罪でもあります。圏域住民の期待と信頼を裏切らないためにも、私たち職員が一丸となって、意識

改革・職場改革に継続的に取り組んでいきましょう。 

 

 

【不祥事防止のための職場改善セルフチェック】 

  職場内でのミーティングや個人での振り返りの時に、チェックしてみましょう。 

 

□ 長年の慣行、前例主義だけで事務処理をしていませんか。 

□ 適切なタイミングで報告・相談・連絡が行われていますか。 

□ 部下の育成は課長だけの役目ではありません。身近な職員への助言・指導はできていますか。 

□ ひとりの職員に事務が集中していませんか。 

□ 文書の収受・決裁・管理は適正に行われていますか。 

□ マイルールでの判断・処理をしていませんか。 

□ 職場でのあいさつや積極的なコミュニケーションがとれていますか。 

□ 周りに笑顔がない、気力がないような職員はいませんか。 

□ 不正の芽に気づいた時、気づかないふりをしていませんか。 

□ デスク、書棚等はきちんと整理整頓されていますか。 

 


